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業界不信を招いた構造計算書偽装事件
今月のトピックス

　昨年 11月に発覚したマンション等の構造計算
書偽造事件は、戸建住宅業界にも大きな衝撃を与
え、ユーザーから住宅の耐震性・耐久性について
不安の声を聞くようになったという工務店も少な
くありません。
　この事件によって改めて一級建築士、行政、民
間確認検査機関の信用が問われるようになりまし
たが、それは実際にユーザー
と接する工務店にとっても同
じこと。昨年は悪質な訪問販
売によるリフォームも社会問
題となっただけに、ユーザー
の信用・信頼をどうやって得
るかは大きな課題の一つとな
っています。特に戸建注文住
宅市場が年々縮小し、受注競
争が厳しさを増している状況
においては、ユーザーに対し
ていかに自分の会社をわかっ
てもらうか、信用・信頼して
もらうかが何よりも重要なポ
イントになってくるはずです。

　それでは工務店はどうやってユーザーとの間に
信用・信頼を築いていけばいいのでしょうか。
　まずは一連の問題を教訓に、自社の問題点を改
めて提起することから始めたいところです。営業
をする時の服装や態度、言葉使いは適切かどうか、

現場ではラジオを大音量で鳴らしたり、タバコの
吸い殻をポイ捨てしたりしていないか、近隣の迷
惑になるような車の停め方はしていないかなど。
昔は “工務店の常識は一般社会の非常識” という
言葉があったほど、工務店の態度やマナーはひど
かったと言います。もちろん今ではそんな工務店
はないと思いますが、日常的になっていることほ
ど、間違った行動をしていても自分では気付きに

くいもの。今一度自社の行動
を見直すところから始めてみ
ましょう。

信用･信頼は、築くのに長い時間がかかるが、崩れ
る時は一瞬。従業員一人ひとりがそのことを自覚し、
間違った行動を取らないようにしたい

改めて信用･信頼が問われる時代に

性能測定などで
安心の裏付けを

今一度自社の行動を再チェック

　さらに他社との差別化を図
る意味で、ユーザーが安心で
きる裏付けを提供していくこ
とも必要です。いくら「うち
は大丈夫です」と言ってみた
ところで、その根拠を示せな
ければ納得してくれません。
　住宅性能表示制度や各種保

証制度を利用するのも一つの方法ですが、ここは
自信を持って安全・安心な住宅を造っていること
を示すために、気密測定・熱画像撮影などの性能
測定や２階建ての木造も含めた構造計算書の提示
なども行いたいところです。
　かつてないほどユーザーの厳しい目にさらされ
ているからこそ、逆にビジネスチャンスと考え、
積極的に取り組んでみてはどうでしょうか。
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特
集次世代省エネ基準が４年ぶりに改正へ

ニュース･セレクション
17年住宅着工は３年連続増加

　国土交通省では、このほど平成 17年の新設住宅着工戸
数を発表した。それによると、総戸数は 123 万６千戸、
前年比 4.0％増となり、３年連続の増加となった。
　利用別に見ると、戸建注文住宅を表す持家は 35万３千
戸、前年比 4.5％減で２年連続のマイナスとなり、依然と
して低水準のまま。ピーク時の平成８年と比べて 30万戸
近く落ち込んでいる。一方、木造アパートなどを表す貸家
は 50万４千戸、同比 8.4％増で５年連続のプラス、分譲
マンションや分譲戸建住宅を表す分譲は 36万９千戸、同
比 6.8％増で３年連続の増加と好調。ただし、分譲はマン
ションが 12.4％増で２年連続の増加となったのに対し、
戸建ては 1.0％減と３年ぶりの減少になった。
　なお、北海道は６％増で２年ぶりのプラス成長。関東各
都県は東京が１％、群馬が８％の減少となったが、その他
の県は増えており、特に茨城は分譲マンションが大幅に増
加し全体では 20％近い伸びとなっている。

住宅火災による死者が急増
　総務省消防庁の発表によると、今年１月１日から１月
18日までに発生した住宅火災における死亡者数は、過去
３年と比べて約 1.5 倍の 157 人に増加していることが明
らかになった。
　例年に比べて死者数が多いのは全国的に寒さが厳しく、
本州の温暖地でもストーブなどの暖房器具を使う時間が増
えたことによるものと推測される。同庁では社会の安全・
安心を脅かす非常事態と受け止め、火災警報器の設置促進
を含めた住宅防火対策に積極的に取り組むよう、各都道府
県及び市町村に通達した。

住宅･建築の先導技術に補助金
　国土交通省では、住宅等の省エネ・省資源化や耐震性
向上に関する技術開発に補助金を交付する「平成 18年住
宅・建築関連先導技術開発助成事業」の公募を開始した。
　この事業は、地球温暖化などの環境問題の解決に効果を
発揮する先導的技術の実用化・普及を目的としており、公
募する技術開発課題は、①住宅等におけるエネルギーの効
率的な利用に資する技術開発②住宅等に係る省資源、廃棄
物削減に資する技術開発③住宅等の耐震性の向上に資する
技術開発̶の３つ。補助金の額は技術開発に要する費用の
２分の１以内で、１件１年で１億８千万円が上限。応募締
め切りは２月 28日㈫（当日消印有効）で、４月を目途に
補助金を交付する技術を決定する予定。
　　 問 い 合 わ せ は 同 省 住 宅 局 住 宅 生 産 課（ ☎
03-5253-8111、 内 線 39453） ま た は ホ ー ム ペ
ー ジ（http://www.mlit.go.jp/kisha/kisha06/07/
070123_.html）へ。

　昨年 12月、住宅に係るエネルギーの使用の合理化に関する「建築主の判断の基準」と「設計及び施工
の指針」、いわゆる次世代省エネ基準の改正案が国土交通省と経済産業省から公表されました。平成 11
年３月末の告示から７年になる同基準の改正は、平成 13年以来４年ぶり。その内容は、主にⅣ・Ⅴ地域
などの温暖地での普及に焦点を当てたものとなっており、来年度からの施行が見込まれています。今回は
その改正案のポイントについて見ていきましょう。

工に関する基準で、①防湿・気密シートなどシー
ト状気密材を使う場合の重ね幅を 100 ㎜以上か
ら 30㎜以上に変更②気密層に防湿・気密シート
を使う場合、相当隙間面積を 5.0 ㎠ / ㎡以下とす
る時は 0.1 ㎜厚以上、2.0 ㎠ / ㎡以下とする場合
は 0.2 ㎜厚以上とする規定を削除し、日本工業規
格（ＪＩＳ 6930-1997）の住宅用プラスチック
系防湿フィルムまたは同等品であれば厚さは問わ
なくなった̶以上２点が注目されます。

　これは関東以南の温暖地でよく使われている防
湿・気密シートの耳付きグラスウールの使用を想
定したもの。従来の耳付きグラスウールは、防湿・
気密シートの耳が 10㎜程度で、シート自体もＪ
ＩＳ規格をクリアしていませんでしたが、最近で
は耳の幅が 30㎜程度でＪＩＳ規格にも適合する
シートを使った製品が市場に出回っています。そ
こで、耳付きグラスウールを使っている温暖地の
ビルダーが次世代省エネ基準に取り組みやすいよ
う、シートの厚さと重ね幅の規定を変更したわけ

です。
　ただ、これまで北海道や東北などの積雪寒冷地
では、0.2 ㎜厚の防湿・気密シートを使うことに
よって、高い気密性能を長期的に維持できる住宅
を造ってきた背景があり、0.1 ㎜厚の防湿・気密
シートの使用を疑問視する声もあるようです。

　断熱材の施工に関する基準では、断熱材を気密
材に密着して施工するという要件が削除され、断
熱材を気密材と密着させなくてもよいことになり
ました。これは工法・仕様の多様化を踏まえての
こと。また、繊維系断熱材など透湿抵抗の小さい
断熱材を施工する場合、防湿層にＪＩＳ規格に定
める住宅用プラスチック系防湿フィルムまたは同
等品の使用を義務付けています。なお、透湿抵抗
の小さい断熱材を使っていても、Ⅵ地域や、床断
熱で断熱材の下側が湿気の排出を妨げない構成と
なっており、床合板の継ぎ目を気密テープなどで
処理した場合などは、防湿層を省略可能になって
います。
　このほか、Ⅳ・Ⅴ地域では木造住宅で窓の断熱
性能を高めた場合、壁の断熱材の熱抵抗の基準値
を 0.6 とすることが可能になり、新たに追加され
た躯体・開口部の断熱性能等の維持保全に関する
指針では、屋根や外壁表面、開口部の建具、庇・
軒など日射の侵入を防止する部分のヒビ割れや破
損、隙間などを定期的に確認し、それらが見つか
った場合は適切な補修を行うこととしています。
　なお、換気計画に関する基準では、平成 15年
に施行された改正建築基準法（シックハウス新法）
との整合を図り、自然換気方式についての規定を
削除。機械換気方式については、換気径路の圧力
損失の低減方法を具体的に明示しています。
　　　　　　＊　　　　　　　　＊
　昨年２月の京都議定書発効を受けて、国は
2008 年度に新築住宅の次世代省エネ基準適合率
を 50％に引き上げるという目標を掲げています
が、今回の基準改正はまさにそのための布石と言
えるもの。今後は寒冷地だけでなく、温暖地の住
宅でもよりいっそうの省エネ化が求められるのは
間違いないでしょう。

繊維系断熱材など透湿抵抗の小さい断熱材を使う
時は、防湿層にＪＩＳ適合の防湿フィルム使用が
義務付けられたが、一方で厚さは問わなくなった

関東以南でよく使われている耳付きグラスウールを採用できるようにし
た点が改正案最大のポイント。温暖地での次世代省エネ基準普及を考え
てのことだ（写真は旭ファイバーグラスのカタログより）

温暖地の住宅性能アップが狙い

耳付きＧ
グラスウール

Ｗの使用を想定

繊維系断熱材は防湿層にポリ義務化
　国土交通省によると、今回の改正案は昨年８月
の改正省エネ法公布や工法の多様化、技術の進展
などを踏まえて作成したとのこと。
　基準を構成する「建築主の判断の基準」と「設
計及び施工の指針」の両方ともに改正案が出てお
り、住宅の具体的な設計・施工方法を示した「設
計及び施工の指針」では、①躯体・開口部の断熱
性能等の維持保全に係る規定を追加②住宅全体の
省エネ性能を損なわない範囲で、設計・施工方法
に係る規定を改正̶の２つが大きな改正ポイント
で、名称も「設計、施工及び維持保全の指針」に
変更されています。
　ただ、結論から言えば北海道や東北など温暖地
以外では今までの施工方法を特に変える必要はな
いでしょう。と言うのも今回の改正案はⅣ・Ⅴ地
域などの温暖地の住宅性能のボトムアップを狙っ
て作られたからです。
　「設計及び施工の指針」の改正案で木造戸建住
宅に関わる部分を詳しく見ていくと、気密層の施

過去５年間の全国新設住宅着工戸数の推移
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●編●集●後●記●
♠インフルエンザや風邪が流行していますが、ご多分に漏
れず小職もひっかかってしまいました。体調管理には気を
付けていたのですが、『身体は資本』を改めて身に沁みる今
回の風邪です。（佐野）

♣年末年始は実家のある神奈川で過ごしましたが、最低気
温が連日氷点下になるのにはビックリ。雪こそ降りません
でしたが、体感的には北海道より寒く感じ、何年かぶりに
風邪で寝込んでしまいました。（水越）

第８回

Ｑ…軸組室外側に構造用合板
やＯＳＢを張ると、壁に入っ
た湿気が外に抜けないと言わ
れましたが本当でしょうか？

Ａ…一般的に断熱壁体は、壁の中に侵入した湿気
を室外に排出するために、通気層が設けられてい
ます。ですから断熱壁体の室内側は透湿抵抗の高
い材料を使って湿気を通しにくくし、通気層に面
する室外側は透湿抵抗の低い材料を使って通気層
に湿気を通しやすくします。つまり、冬期の暖房
時に温度が高いほう（室内側）で防湿、温度の低
いほう（室外側）で透湿となります。
　ただ、阪神・淡路大震災以降、耐震性を高める
ため、軸組室外側に構造用合板やＯＳＢなどの面
材を張る住宅が増えました。これらの面材は一見、
湿気を遮るように見えるため、「壁の中の湿気が
通気層に抜けず、壁内結露の原因にならないか？」
という疑問の声があがるのも頷けます。
　それでは実際にはどうかというと、結論から言
えば断熱・気密性能がしっかりしていれば、壁内
結露によって深刻な障害が起こる可能性はまずな

軸組室外側の合板は
湿気を通さない？

いと考えられます。
　湿気の通しにくさを表す透湿抵抗値（表１）は、
透湿・防水シートが 0.4 以下、構造用合板は８、
ＯＳＢは 30以上。これでは構造用合板などを張
ると壁の中の湿気が抜けずに結露するのではない
かと思うでしょうが、それは昔のように気密化さ
れていない住宅での話。高断熱・高気密住宅であ
れば、壁体内に侵入する湿気の量は極端に少なく、
露点温度も高いため、面材を軸組室外側に張って
も、その透湿抵抗によって壁内結露が深刻になる
ことはないと実験で確認されています。
　しっかり高断熱・高気密化していれば、軸組室
外側に面材を張っても壁内結露を気にせずに耐震
性を高めることができます。逆に断熱・気密性能
が低いまま面材を張ると、壁内結露の危険がある
ことを覚えておいて下さい。

表１・各種建材のおよその透湿抵抗値


